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■研究論文 ■

マルチェリア協調型コージェネレーション・システムの最適計画
Optimal Planning of Cooperative Cogeneration Systems for Multi-Areas 

伊東弘—* •横山良平＊＊•蒲生恵司＊＊＊•松本芳—*＊＊＊

Koichi Ito Ryohei Yokoyama Satoshi Gamou Y oshikazu Matsumoto 

(1994年 1月10日原稿受理）

Abstract 

It is investigated effects electric wheeling -mutual accommodation of electric supply 

through an electrical grid-on both economical and energy saving properties of cogeneration 

systems installed into multi-areas. An optimization approach is adopted to evaluate a criti-

cal effect of electric wheeling. Equipment capacities and utility maximum demands in each 

area are determined so as to minimize the annual total cost of the total system in consid-

eration of operational strategies for energy supply to the respective areas and mutual electric 

wheeling. Numerical studies are carried out on the total system with fuel cells. The results 

show that the introduction of electric wheeling brings the reductions of both the annual total 

cost and the annual primary energy consumption by reflecting the more effective utilization 

of fuel cells through the wheeling function. 

1.緒言

資源枯渇および地球環境問題がクローズアップされ

ている現在，エネルギー有効利用技術の一つであるコー

ジェネレーション・システムが注目を集め，産業用お

よび民生用に広く導入されてきている．このコージェ

ネレーション・システムに対して，エネルギー有効利

用という本来の目的をより高度に達成するためには．

単にシステムの導入だけではなく．その設計および運

用計画を合理的に行う必要があるまた，このような

計画を個々に導入されたシステムに対して独立して行

うだけではなく，よりグローバルな視野から，これら

のシステム間のエネルギー利用に関する協調関係も考

慮に入れて総合的に行っていくことが必要となるであ

ろう．

上記のような観点から，本研究では対象としてグロー

バルなシステムであるマルチェリア協調型コージェネ
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レーション・システムを取り上げ．その設計および運

用計画に最適化手法を適用し．ェネルギー有効利用に

よる経済性と省エネルギー性の向上の可能性を検討す

る．

マルチェリア協調型コージェネレーション・システ

ムを実現する一方法として， ここでは電力託送1)を採

用する．ここで取り上げる電力託送とは，電力会社の

系統網を介して複数エリア間で相互に電力を融通する

ものであり，既存の系統網の利用が可能であるために

新たな設備導入が不要であること，電力の輸送損失が

非常に小さいことなどの利点があるまた．電力託送

によってエネルギー供給の協調を行うことにより．個

別に導入されたコージェネレーション・システムに比

較して運用の柔軟性が増し．経済性や省エネルギー性

の面から有利になる可能性がある．・

以下では，最適化手法に基づいた設計・運用計画を

通して，電力託送を行った場合にエリア全体に対して
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及ぼす経済性，省エネルギー性への効果について検討

する．数値的検討においては，電力託送に関して重要

なパラメータである託送料金単価に対するパラメータ

分析を．さらには電力および都市ガスの料金体系別に

よる比較・検討をそれぞれ行う．

2.最適計画問題

2.1 協調型コージェネレーション・システム

電力，熱エネルギーの需要量は工場，ビル，あるい

はエリアによって季節的・時間的に変動する．しかし

ながら，一般にコージェネレーション・システムは出

カの熱電比を広範囲にわたって変えることはできない．

このため，好ましくない需要と供給のミスマッチが生

じ，有効なエネルギーがしばしば無駄に捨てられてし

まうもし，複数エリアに導入されたコージェネレー

ション・システムが互いに協調し合うなら，システム

全体で省エネルギーを達成できる可能性がある．

図 1は，マルチェリア協調型コージェネレーション・

システムの一例を示したものである．図中の実線は，

電力会社の送電線網を通してエリア間で電力託送が行

われる関係を示している．

電力託送の際には，受け取る側のエリアは電力会社

に対して送電線の使用料として託送料金を支払うもの

とするこの料金単価の設定は，ェリア全体の経済性

に影響を及ぼすので重要な問題となる．ここでは， こ

の料金単価をパラメータとして扱っている．

図ー1のエリア数は基本的に一般的なマルチェリアに
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図-1 マルチェリア協調型コージェネレーション

システムの一例

拡張することも可能であるが，数学的記述を簡単にす

るために以下ではエリアを二つ（エリアA, Bと表現

する）と仮定する．

2.2 対象システム

各エリアに導入されるコージェネレーション・シス

テムとして各種考えられるが，説明を簡単にするため，

ここではエリアA,Bとも図2に示されるように同じ

機器構成であると仮定する．このコージェネレーショ

ン・システムの主機は燃料電池”である．燃料電池は

ガスエンジン，ディーゼルエンジン，ガスタービンな

どの原動機に比較して，発電効率が高く，騒音・振動

が少なく， NOx,SOxの排出がほとんどないという

特長を持っており，コージェネレーション。システム

の主機として注目されている．現段階では，燃料電池

本体の初期設備費単価はまだ他の原動機に比較して高

価であるけれども，上記の特長を反映して近い将来に

は都市型として積極的に導入されることが期待されて

いる．
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図 2 対象システムの機器構成およびエネルギー・フ d-
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図-2で示されるシステムでは，エネルギー需要量と

して電力，冷房，暖房および給湯の4種類を想定して

いる．図中の機器記号は． FC:燃料電池ユニット， R

w：温水吸収冷凍機，RG:ガス吸収冷温水機， BG:
ガスポイラ， RD：放熱器， EP:受電設備， PC,P 

H, PW:ポンプを，またエネルギー記号は E:電力

量， F：都市ガス消費量， Q：熱流量をそれぞれ表す．

上付添字は， d：需要， a：補機， c：冷房， h:暖房，

w:給湯， e:排熱を，下付添字は， buy：買電， gas:

都市ガス， wheel：託送電力， disp：廃熱をそれぞれ

示し，下付添字としての機器記号は，エネルギー量が

各機器に関する量であることを示す．この図では表現

上，買電と託送電力は異なる線で描かれているが，実

システムでは両エリアからの電力託送の同時発生の防

止，および電力を買いながら託送することの防止のた

めに同一の配線を利用するものとする

このシステムでは，個々のエリアで燃料電池ユニッ

トによる発電と電気事業者からの買電および他エリア

からの託送電力によって電力が供給され，その電力は

一般の電力需要ならびにシステム内で消費されるポン

プや各種補機用の電力および他エリアヘ託送するため

に消費される．その際燃料電池ユニットから回収さ

れた排熱は各需要の必要に応じて冷房，暖房および給

湯に利用され，過剰の排熱は放熱器により廃棄される

冷房需要は燃料電池ユニットからの排熱を利用する温

水吸収冷凍機およびガス吸収冷温水機によって，暖房

需要は排熱，ガス吸収冷温水機およびガスポイラによっ

て，給湯需要は排熱およびガスボイラによってそれぞ

れ賄われる．

2.3 最適計画問題の定式化

このようなマルチェリア協調型コージェネレーショ

ン・システムの設計計画では，各機器の容量や買電お

よび都市ガスなどのユーティリティ最大契約量に関し

て多くの代替案が存在する．長期的経済性の観点から

各エリアで各機器容量やユーティリティ最大契約量

（以下ではこれらを総称して，一般的に機器規模と呼

ぶ）を合理的に決定することは大変重要な目的である．

例えば，燃料電池ユニットと買電最大契約量との間で

は重要な関連性が存在する．言いかえると， もし燃料

電池ユニットの容量が小さく見積もられるならば，買

電最大契約量と電力の購入量が大きくなり，導入の効

果は比較的小さくなるまた逆に，もし燃料電池ユニッ

トの容量が大きく見積もられるならば，買電最大契約

量と電力の購入量が小さくなるが，燃料電池ユニット

エネルギー•資源

の利用率は減少するだろう．さらに，エリアAのコー

ジェネレーション・システムの各機器の容量は．両エ

リアの電力託送の効果によって．ェリアBの各機器容

量に対して影響を及ぼす可能性がある．一例として．

もしエリアAの燃料電池ユニットの容量が比較的大き

く決定されるなら，エリアBの燃料電池ユニットの容

量を小さくする効果があるということも考えられる．

本研究では上記のような観点から，この計画問題に

最適化手法を適用する．すなわち，この計画問題を与

えられた機器構成，入カエネルギー料金体系，エネル

ギー需要量に対して，エネルギー需要量の季節的・時

間的変動に対する電力託送を含むシステムの運用方策

を考慮しながら，機器規模を最適に決定する最適化問

題として捉えるまた，この考え方はここで検討する

電力託送の効果の限界を把握する点からも合理的なも

のである．

以下に具体的な定式化について簡単に説明する．

未知変数はエリアA,Bの機器規模を表す設計変数

ベクトルズ，ゞと，各時間のエネルギー需要量に対

応する機器運用方策に関連する制御変数ペクトルy,A,

x•, z.¥ z~ とする．ここで．上付添字A, Bはエリア

を表し，下付添字は離散化した各時間を表す．また， y

は，エネルギー流量を表す連続変数ベクトルで， zは

運転・停止条件に対応する 0-1整数変数ベクトルで

ある．

目的関数としては．長期的経済性の観点からエリア

全体の年間総経費の最小化とする．年間総経費は年価

法によって年間設備費と年間運用費の和として求めら

れる．ここでは．各構成機器の初期設備費を容量の関

数として表し，年間設備費を評価する．一方，年間運

用費をユーティリティ基本料金とその従量料金の和と

して算定する．基本料金はユーティリティ最大契約量

の関数として表すものとするまた，従量料金は，年

間の機器運用方策に基づいて決定されるユーティリティ

消費量から算定される．以上より目的関数である年間

総経費Jは次式で表せる．

J = F(x",炉）

+ 2V、(x",x", yt, y,•, zt, z,") (1) 

ここで， Fはエリア全体の年間設備費と年間基本料金

との和であり，設計変数ベクトルズ，だの関数として

表される関数V、はエリア全体の各時間あたりのユー

ティリティ従量料金を表す． V,は直接的には，ユー

ティリティ消費量のみの関数であるが，後述の制約条

件によって， x",ぐ， yf,y,•, zt, z,• の関数となる．
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なお， 2は各時間についての総和を表す．

制約条件としては，各エネルギー需要量に対して各

構成機器の性能特性を表すエネルギーの入出力関係，

各エネルギ＿・フロ＿についてのエネルギ＿・バラン

スおよび需給関係を考慮する．ここで，各機器の入出

力関係に関する性能特性値は容量の関数として表す．

これらの制約条件式は各時間tについて，

C、（ズ，ぐ， yf,yi z'A,z,") = 0 (2) 

と表されるここで， C、は制約条件式を表す関数か

らなるベクトルである．

2.4 最適計画問題の解法

上記最適計画問題は，エリア間のエネルギーの相互

利用関係や与えられたエネルギー需要に対して多くの

代替案が存在する機器容量と運用方策の決定を同時に

行う必要があるため，複雑かつ大規模となる．ここで

は，この問題に対して効率的に最適解を得るために，

著者らによって開発された階層的最適化手法”を適用

したこの解法は，上述の最適化問題を上位レベルの

機器規模決定問題と下位レベルの機器運用方策決定問

題の2つに分離し，両者の整合性をペナルティ法によっ

て有機的に保ちながら効率よく最適解を求めるもので

あるなお，上位レベルの機器規模決定問題を非線形

計画問題として考慮し，その解法には逐次線形計画法

を適用する．下位レペルの機器運用方策決定問題では

混合整数線形計画問題として定式化し，その解法には

分枝限定法に基づくアルゴリズムを採用する．

3.計算事例

上述の最適計画に基づいて電力託送の効果を検討し

た数値計算事例の結果について以下に示す．

3.1 入カデータ

検討対象施設としては，ェリアAにビジネスホテル

を，エリアBにシティホテルを選択する．図-3はエリ

アA, エリアBの各月の電カ・熱エネルギーの需要量

を示したものである．それぞれのエネルギー需要量は

年間12代表日を設定し， 1代表日につき12分割したも

のを推定した．さらに機器規模の余裕率を考慮するた

め， 8月および1月のエネルギー需要量からそれぞれ

夏期および冬期のピーク需要量を推定し，機器規模

の決定に考慮する．電力最大需要量は両エリアとも約

lOOOkWとし，電力需要に対して同規模施設とする．

電力および都市ガスの料金体系は，次の4つのケー

スを検討する．

料金体系ー 1：電 力；業務用電力料金
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(b) シティホテル

図-3 各月ェネルギー需要量

都市ガス；空調用夏期三種と一般料

金とを併用

料金体系ー 2：電 力；大口電力料金

都市ガス；空調用夏期三種と一般料

金とを併用

料金体系ー 3：電 力；業務用電力料金

都市ガス；空調用A一種

料金体系ー4：電 力；大口電力料金

都市ガス；空調用A一種

ただし，各料金体系についてガスボイラに関しては一

般料金を採用するまた，託送料金単価はaと表現し，

パラメータとする．

構成機器の性能特性については実データに基づき決

定した．ここでは主要な機器である燃料電池ユニット

の発電効率についてのみ表1に示す．また，各機器の

初期設備費は表2に示す単価に従うものとする．

なお，年価法に基づく年間総経費の評価において，

機器耐用年数を15年，機器残存価値を零，年間利率を

10％とする．

3.2 検討ケース

ここでは電力託送による効果を調べるために，以下

の二つの計算事例を取り上げた．

計算事例1：託送料金単価aに関するパラメータ分
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［ 
表1 燃料電池ユニットの発電効率

負荷率 ％ 0（待機） 25 I 50 I 75 
発電効率 ％ ー 33.9 I 36.8 I 37.9 
排熱回収率％ 66.3 I 39.7 I 38.9 I 39.0 
総合効率 ％ 66.3 I 73.6 I 75. 7 I 76.9 
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表2 構成機器の初期設備費単価

エネルギー・資源

機器名 初期設備費単価

燃料電池 25万円／kW

ガス吸収冷温水機 5.1万円／（Mcal/h)

ガスポイラ 1.2万円／（Mcal/h)

温水吸収冷凍機 6.5万円／（Mcal/h)

放熱器 1.5万円／（Mcal/h)

受電設備 5.0万円／kW

析． aは0~10円／kWhまで 1円／kWh

ごとに変化させる．比較対象として，

託送を行わない独立したコージェネレー

ション・システム群（以下，独立シス

テムと呼ぶ）を取り上げるなお，料

金体系ー 1を採用する．

計算事例2：料金体系別による比較・検討．料金体

系ー 1~4に対応するケースをそれぞ

れ1~4とする．ただし， aは計算事

例1より設定する．比較対象として，

各料金体系に対して独立システムを取

り上げる．

以上のような計算事例を通して，電力託送がエリア

全体の経済性，省エネルギー性に及ぼす影響を検討す

るなお，電力託送を行う協調型コージェネレーショ

ン・システム群を独立システムに対して，以下では単

に協調システムと呼ぶことにする．

3.3 計算結果および考察

(1)計算事例1（託送料金単価aの変化による影響）

図-4に託送料金単価aに対する燃料電池ユニットの

最適容量の変化を示す．なお，独立システムの場合の

最適容量を右端の二点として示す．ここでは主な設計

変数として燃料電池ユニット容量のみを取り上げてい

る．また，託送料金単価aに対する託送電力量の変化

も図ー5に示しておく．

図-6には託送料金単価aに対する託送効果率の変化

を示す．託送効果率として，ここでは独立システムに

対する年間一次エネルギー消費量の削減率，すなわち

省エネルギー率と年間総経費の削減率を採用したそ

の定義は以下の通りである．
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託送料金単価aに対する託送効果率の変化

（省エネルギー率） ＝lQQ (Q;-Qw) / Q; (3) 

Q;：独立システムの年間一次エネルギー消費量

Qw：協調システムの年間一次エネルギー消費量

（年間総経費削減率）＝100(C; -C.)/ C; (4) 

C, ：独立システムの年間総経費

cw：協調システムの年間総経費
ただし，年間一次エネルギー消費量の評価に関しては

買電の効率を38.8%（低位発熱量換算）とする．
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まず，燃料電池ユニットの容量について考察する．

図4より燃料電池ユニットの最適容量の変化は， aに

関して大きく次の二つに分けられる．すなわち，（a)

aが0~5円／kWhの範囲．（b)aが5円／kWh以上

の範囲である．（a）では独立システムの最適容量と比

較して全体的にエリアAで縮小，ェリアBで拡大して

いる傾向がある．しかし， aが大きくなるにつれて，

その傾向は薄れて独立システムの最適容量に近づいて

いる．（b）では独立システムとほぼ同じ最適容量であ

り，大きな変化はみられない．

この燃料電池ユニット最適容量の変化の影響は託送

電力量に現れている．図-5から（a）では両エリアから

多くの電力託送を行っており， aが大きくなるにつれ

てその量が減少していることがわかる．燃料電池ユニッ

トの最適容量が変化していない(b)では， ほとんど工

リアBからのみ電力託送を行っている．

以上から，（a）での燃料電池ユニット最適容量の変

化は．託送電力量を増やすために行われたものである

と思われるこのように燃料電池ユニットの容量を変

化させると，設備費はそれほど変化しないが，安価な

託送電力の使用によって年間総経費を削減することが

できる．

次に託送効果率について考察する．図-6より，年間

総経費削減率，省エネルギー率のどちらも向上させる

ことができていることがわかる．年間総経費削減率は

上述の燃料電池ユニット最適容量の変化を反映して．

(a)で大きく変化し，（b）ではほとんど変化がなく横

ばいとなっているこの傾向より，電力託送の経済性

の効果は(b)ではほとんどなく，（a）内でaが低下す

るにつれて大きくなっていることがわかる．

一方，省エネルギー率はaが大きくなるにつれて．

ほぼ直線的に低下しているただし，省ェネルギー率

がaが1円／kWhの時に0円／kWhの時より向上して

いるのは． 0円／kWhの時の方がエリア全体で燃料電

池ユニット容量が小さく見積もられているためであり，

目的関数を年間総経費の最小化としていることに起因

している．また，年間総経費削減率と比較すると， a 
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が小さい場合には省ェネルギー率の方が大きい値を取っ

ており，電力託送は省エネルギー性に対する効果が大

きいことがわかる．

この計算事例では，託送効果率を考慮すると， aと

して5円／kWhより小さい範囲で設定するのが適当で

あると判断できる．また，省エネルギー率を重視する

と， 1円／kWh付近が適当であるかもしれない．

(2)計算事例2 （料金体系別による影響）

計算事例1の結果から， aを1円／kWhと設定して

検討を行っていく．

ここでも設計変数として燃料電池ユニット容量のみ

について検討を行う表3に独立システムと協調シス

テムの燃料電池ユニット最適容量および託送電力量を

示す．また，表4に各ケ_スにおける年間一次エネル

ギー消費量，年間総経費および託送効果率を示す．

ケース 1を基準にして，料金体系の違いによる影響

について考察していく．

電力従量料金単価の小さいケース2では，協調シス

テムにしても，燃料電池ユニットの最適容量，年間総

経費および年間一次エネルギー消費量に全く変化はな

く，電力託送も行われておらず，電力託送の効果はな

いということがわかる．これは，電力従量料金単価が

小さいと，安価な託送電力の価値が下がり，電力託送

の効果は現れにくくなるためであると思われる．この

ことは，ケース3と4とを比較することによっても確

認できる．

都市ガス従量料金単価の小さいケース 3では，協調

システムにすると，両エリアで燃料電池ユニットの最

適容量を拡大し，また両エリアから電力託送を行って

いる．その結果，年間総経費も年間一次エネルギー消

費量もどちらも削減させることができ，託送効果率は

ケース 1に比較して，大きいものとなっている．この

ことから，都市ガス従量料金単価を小さくすると，コー

ジェネレーションの導入が促進され，電力託送の効果

が大きくなることがわかるまた，ケース 2と4を比

較しても同じことがいえる．

電力および都市ガス従量料金単価の小さいケース4

表3 燃料電池容量および託送電力量

＼ シス ケース 1 ケース 2 ケース3 ケース 4
テム エリアA エリアB エリアA エリアB エリアA エリアB エリアA エリアB

燃料電池容量 kW
独立 540.1 562.1 265.6 384.9 737.7 747.4 656.6 678.2 
................. ．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ................. ．．．．．．．．．．．．．．．．． ● ● ● ● •—··-····-·-· -----------·~•-... ．．．．．．．．．．．．．．．．． 

協調 517.3 586.0 265.6 384.9 753.7 784.9 689.0 705.5 

託送電力量 MWh/y協調 74.9 97.2 0.0 0.0 56.6 272.9 38.4 235.0 
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表4 エリア全体の年間一次エネルギー消費量，年間総経費および託送効果率----システム ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース4

年間一次エネルギー消費量 Gcal/y 
釦 27180.7 I 30698.0 I 21011.1 I 26970.7 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

協調 27084.3 I 30698.0 I 26860.0 I 26808.4 

年間総経費百万円／y
独立 281.70 I 266.43 I 191.05. I 189. 78 

協調 281.09 I 266.43 I 189.19 I 188.26 

1ニ~：$1:：:I::：I:：I :：： 託送効果率 ％ 

でも，ケ＿ス 3と同様に両エリアで燃料電池ユニット

の最適容量を拡大し，電力託送を行うことにより年間

総経費，年間一次エネルギー消費量を削減できている．

託送効果率もケ＿ス 1に比較して大きくなっている．

これは，都市ガス従量料金単価が小さい影響の方が強

いためと考えられる．

以上から，電力従量料金単価が大きく，都市ガス従

量料金単価が小さい料金体系のもとで，電力託送の効

果は大きくなるということが確認された．

最後に，電力最大需要に対する燃料電池ユニットの

導入割合について料金体系別に考察する．表3をみる

と，エリアA,Bの燃料電池ユニットの最適導入容量

は料金体系別に大きく変化している．その容量が電力

託送の効果に大きく影響を及ぼしていると考えられる．

すなわち，燃料電池ユニットの最適導入容量がエリア

A, Bとも電力最大需要の40％以下であるケース 2で

は，全く電力託送の効果はなく， 50%~80％の大容量

を導入しているケース 1,3, 4では，燃料電池ユニッ

卜容量が大きいほど電力託送の効果は大きくなってい

る．

4.結言

本研究では，電力託送によるエネルギ＿供給の協調

を認めた複数エリアのコージェネレーション・システ

ムに対して，エリア全体の経済性や省ェネルギー性に

及ぼす電力託送の限界効果について，最適化手法に基

づいて検討したその結果，以下の事柄が判明した．

(1)電力託送を行うことによって，年間総経費削減

と省エネルギー率向上とを同時に達成できる．

(2)最適化手法の適用によって，電力託送の効果を

合理的に評価することができた．

(3)電力託送の効果に対する託送料金単価aの影響

を明かにすることができた．本研究で対象とした施設

に対しては， aとして 5円／kWh以下とするのがより

効果的であることがわかった．

(4)料金体系の違いが電力託送の効果に大きな影響

のあることを明かにした．本検討ケースでは，料金体

系は電力従量料金単価が大きく，都市ガス従量料金単

価の小さいものを選択すると，電力託送の効果が大き

く現れ，年間総経費削減と省エネルギー率向上が成し

遂げられることがわかった．

なお，上記 (3)に関連して以下の事柄を追記して

おく．託送料金単価aの影響については限られたケー

スのみ言及したが，その他のケースについても基本的

に本手法に基づいてaの影響に関する知見を得ること

が可能である．ただし， aの影響は対象施設の組合せ．

料金体系，システム構成などの条件によって変わる可

能性があり，今後これについて検討していく必要があ

ろう．例えば，計算事例2で取り上げた各種料金体系

の下でaに対するパラメータ分析を行った場合を考え

ると，計算事例1と同様に電力託送をより効果的にす

るaが存在し，その値は料金体系に依存して， 1 ~10 

円／kWhの広範囲にわたっている． ． 

また，本論文では，エネルギー供給の協調として電

カのみを取り上げたが，熱供給の協調に対しても検討

を行う必要がある特に最近では，広域エネルギー利

用9)に関連して長距離熱輸送に対して積極的な取り組

みが必要とされており，今後上記のような検討が重要

となってくるであろう．
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